
第２ 平成１５年度国土交通省関係予算主要事項

凡例： 連携事業 （[参考３] ）
ハード・ソフト施策を一体的に推進する事業

新 予算関係新規事項 ( は平成１５年度予算要求にかかる事前評価を実施)([参考１]◇
＊

斜体は政策評価の業績指標とされていない参考数値整備目標のうち、

１．個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方
９兆１，２７９億円（１．００倍）公共投資 事業費

３兆５，４８９億円（１．０３倍）国 費

５２５億円（１．１４倍）行政経費 国 費

(１) 豊かで快適な魅力ある都市づくりの推進

○ 民間都市開発への支援の充実による都市再生
事業費４４５億円（１．６５倍 、国費２５１億円（１．８３倍））

新民間都市開発事業を推進する都市再生総合整備事業の拡充
＊

◇
新都市再生特別措置法に基づく無利子貸付対象施設への港湾施設の追加

＊

◇

都市再生総合整備事業：千葉市臨海部地域等
都市再生プロジェクト事業推進費による事業の効率的・一体的な実施

港湾事業:千葉港(千葉県)､堺泉北港(大阪府)(5 )億円
さかいせんぼく

住宅宅地関連公共施設等総合整備事業等 北新宿(新宿区)､阿倍野(大阪市)等約20地区:



○ 都市再生に資する交通結節点整備の推進
事業費１，２５６億円（１．０５倍 、国費５３７億円（１．０３倍））

交通結節点改善事業：新宿駅地区等約180箇所
都市再生交通拠点整備事業：天王寺・阿倍野地区（大阪市）等
鉄道駅総合改善事業：京急蒲田駅（大田区）等(6 )億円
鉄道路線間の乗継円滑化事業：尼崎駅（兵庫県）等(3 )億円
市街地再開発事業：ＪＲ高槻駅北地区（大阪府）等約50地区

○ ボトルネック踏切の除却・改良、ＴＤＭ施策の推進等による都市交
通の円滑化

事業費１兆５，９２８億円（１．００倍 、国費４，０９９億円（１．０６倍））

新駐車禁止区域の明示と取締強化などﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄ一体となった駐車対策◇
連続立体交差事業：ＪＲ中央線（東京都）等62箇所、交通需要マネジメント推進調査
都市圏交通円滑化総合対策事業：松江地域（島根県）等約20都市圏

平成22年度までに、ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ踏切約1,000箇所のうち約半分について、立体整備目標：
交差化等により改良することを目標に平成19年度までに約250箇所を改良
平成19年度までに約12兆円の渋滞損失を約10兆円まで削減

○ 快適な都市生活空間実現のための都市鉄道の整備の推進
事業費１，２２６億円（１．０５倍 、国費２５３億円（０．９２倍））

都市鉄道整備事業：名古屋市６号線、仙台市東西線等(253 )億円

整備目標：東京圏における都市鉄道の混雑率 13 175% → 18 165%平成 年度 平成 年度

○ 大都市圏における職住近接のまちづくりの推進
事業費７，３１４億円（０．９９倍 、国費２，５６７億円（０．９８倍））

新住宅市街地整備総合支援事業等の拡充による既存ｵﾌｨｽ等の活用支援
＊

◇
新マンション建替えに係る支援制度の拡充◇
（ ）、 （ ）住宅市街地整備総合支援事業等：新田地区 足立区 那珂川ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞ地区 福岡市

しんで ん な か が わ

等約490地区
市街地再開発事業：西神田三丁目北部西地区（千代田区 、）

上大岡Ｂ地区（横浜市）等約90地区
公営住宅整備事業等

○ 電線類地中化の推進
事業費２，２２８億円（１．０１倍 、国費５９４億円（１．０２倍））

電線類の地中化：一般国道１５号浜松町（東京都）等約550km



市街地等の幹線道路の無電柱化率 14 8% → 19 13%整備目標： 平成 年度 平成 年度

○ 美しい水辺都市の再生(高規格堤防と の一体的な整備)まちづくり

事業費５４６億円（０．９８倍 、国費３１３億円（１．０４倍））

高規格堤防整備事業：荒川（江戸川区等 、大和川（大阪府）等８箇所）

都市河川改修事業等：道頓堀川（大阪市 、紫川（北九州市）等約20箇所）
どうと ん ぼ り むらさきかわ

19 39%整備目標：都市空間形成河川整備率 14 34% →平成 年度末 平成 年度末

(２) 都市の国際競争力の向上

○ 三大都市圏環状道路の整備
事業費６，５０６億円（１．１５倍 、国費２，０６５億円（１．１３倍））

首都圏中央連絡自動車道等

概ね10年以内に、首都圏３環状道路のいずれかの部分で９本の放射道路を整備目標：
接続するような環状線（重点リング）を形成

○ 大都市圏拠点空港の整備
事業費３，０９７億円（１．０１倍 、国費８２５億円（１．３５倍））

新東京国際空港（羽田）再拡張事業の着工準備調査費の創設◇
新関西国際空港株式会社への補給金制度の創設及び政府保証の拡充◇



新東京国際空港（成田 、関西国際空港、中部国際空港、）
東京国際空港（羽田）沖合展開･再拡張事業着工準備調査

整備目標：国際拠点空港の空港処理容量（国際旅客／国際貨物）
13 4,300 /290 ﾄﾝ → 24 8,100 /480 ﾄﾝ平成 年度 万人 万 平成 年度 万人 万

○ 港湾における国際競争力強化のためのｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞ一体となった取組

事業費１，７００億円（０．９７倍 、国費１，１５１億円（１．００倍））

新アジア主要港を凌ぐサービスの実現を先導するスーパー中枢港湾の育成
＊

◇

海上ﾊｲｳｪｲﾈｯﾄﾜｰｸの構築： ､ 19 (1,117 )、ｽｰﾊﾟｰ中枢港湾の育成(1 )横浜港 名古屋港等 港 億円 億円
ＰＦＩを活用した公共荷捌き施設等整備：北九州港（北九州市）

整備目標：国際海上コンテナ貨物輸送コスト低減率 平成12年比７％減（平成19年）

○ 空港・港湾等の拠点と道路・鉄道等のアクセスの強化
事業費２，７５０億円（１．０８倍 、国費１，７６４億円（１．０７倍））

マルチモーダル交通体系連携整備事業：新北九州空港及び関連道路整備、青森港及び
関連道路整備、新東京国際空港及び成田高速鉄道アクセス整備、中部国際空港整備及
び同アクセス鉄道整備等

自動車専用道路等ICから10分以内にｱｸｾｽが可能となる空港･港湾の割合整備目標：
平成14年度 59% → 平成19年度 68%
新たな空港アクセス鉄道の整備等により、三大都市圏の国際空港から都心
部までの所要時間が30分台以内となること

○ 東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備と広域防災拠点
ネットワークの形成
事業費５億円（皆増 、国費３億円（皆増））

新基幹的広域防災拠点（有明の丘地区（仮称 ・東扇島地区）の整備）
＊

◇
公園事業:有明の丘地区( )(江東区)､港湾整備事業:川崎港東扇島地区(川崎市)仮称



(３) 自然と共生する快適な居住空間・国土の形成

○ 合流式下水道の雨天時越流水対策の推進
事業費１，１６９億円（１．１２倍 、国費６１５億円（１．０９倍））

合流式下水道の改善事業：東京都区部公共下水道、大阪市公共下水道等約70箇所

平成19年度 40%整備目標：合流式下水道改善率 平成14年度 12% →

(４) 自立した個性ある地域の形成

○ 地域間の交流を促進する幹線交通体系の整備
事業費１兆７，４９６億円（０．９９倍 、国費７，１９８億円（１．０２倍））

高規格幹線道路・地域高規格道路
新幹線鉄道整備事業：九州新幹線 新八代～西鹿児島間等 ３線６区間約630km(686 )億円
幹線鉄道等活性化事業（高速化 ：宇野線・本四備讚線等(2 )） 億円



自動車専用道路の交通分担率 平成14年度 13% → 平成19年度 15%整備目標：



○ 地域ブロックの形成支援（市町村合併支援）
事業費９１６億円（１．０５倍 、国費３７１億円（１．００倍））

新下水道事業における市町村合併支援措置
＊

◇
下水道事業：八田村・白根町（山梨県）等
市町村合併支援道路整備事業：静岡市・清水市（静岡県）等約80地域

平成19年度までに､日常活動圏中心 安定到達率を61%から66%に引き上げ整備目標： への

○ 産業の競争力を高め、地方の自立を促す物流基盤の整備
事業費５６４億円（１．０２倍 、国費３６５億円（１．００倍））

多目的国際ﾀｰﾐﾅﾙ等の整備：三島川之江港 愛媛県 中津港 大分県 等46港(365 )（ ）、 （ ） 億円

整備目標：国際バルク貨物輸送コスト低減率 現況比約１割削減（２１世紀初頭）

○ 公共交通サービスの充実
国費７６億円（０．９８倍）

公共交通活性化総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの策定(4 )億円
中小地方鉄道の近代化･安全対策等の推進(25 )、離島航路補助(38 )億円 億円

整備目標：有人離島 航路が維持 離島の割合 13 72% → 17 72%のうち されている 平成 年度 平成 年度

○ 中心市街地の活性化
事業費８００億円（１．０６倍 、国費２６６億円（１．０７倍））

新まちづくり総合支援事業の拡充による既存建造物の活用
＊

◇
まちづくり総合支援事業：中津市中心市街地地区（大分県）等

住宅市街地整備総合支援事業：宇品地区（広島市 、見和地区（茨城県）等約60地区）
う じ な

市街地再開発事業：伊那市駅前第2-A地区(長野県)､港町第二地区(静岡県)等約60地区
河川水を利用した消流雪用水導入事業：岩木川（青森県 、魚野川（新潟県）等）

○ 建設産業の構造改革
国費５億円（皆増）

新建設産業における産業システムの高度化・再生推進◇

整備目標：建設市場の縮小（平成10年 71.4兆円→平成14年 57.1兆円〔△20% ）に対〕
応するため、地域の建設産業における先進的な協業化や再編の取組み、新
規成長分野への意欲的な進出等を支援し、建設産業の生産性の向上、地域
の経済・雇用の安定を図る。

(５) ＮＰＯとの連携施策や国際観光振興など特徴的なまちづくり

○ ＮＰＯとの連携や地域の創意工夫を活かしたまちづくりの推進
事業費２，００９億円（１．００倍 、国費８９６億円（０．９７倍））

新都市と農漁村の交流促進や観光振興に資する海岸づくり事業の創設
＊

◇



まちづくり総合支援事業：日向市駅周辺地区（宮崎県）等
住宅市街地整備総合支援事業等：犬山城下町地区（愛知県 、今井町地区（奈良県））

等約230地区
住民等の参加による海岸づくり：新潟港海岸（新潟県）等
公営住宅整備事業等

○ 総合的な観光振興対策の推進
事業費１，３９３億円（１．０４倍 、国費１，０１１億円（１．０６倍））

新｢ビジット･ジャパン･キャンペーン｣の本格的な展開による訪日外国人の増大
＊

◇
新観光交流空間 ﾓﾃﾞﾙ事業の創設による観光を軸とした地域活性化の取組支援づくり

＊

◇

観光振興の拠点となる都市公園等の整備：金沢城公園（石川県 、）

道立八雲広域公園（北海道）等
や く も

観光振興に資する河川整備等：一関遊水池（岩手県 、田手川（佐賀県）等約60箇所）
いち の せ き ゆ う す い ち た で が わ

観光振興に資する砂防事業等：有珠山（北海道 、雲仙・普賢岳（長崎県）等60箇所）
う す ざ ん う ん ぜ ん ・ ふ げ ん だ け

観光振興に資する海岸整備沢尻･長浜海岸(東京都)､熱海港海岸(静岡県)等:
（ ）、 （ ）国際観光振興拠点となるターミナルの整備：鹿児島港 鹿児島県 別府港 大分県

整備目標：訪日外国人旅行者数 平成13年 477万人 → 平成19年 800万人

○ 中央官庁庁舎等のＰＦＩによる整備
国費１億円（１．１３倍）

新ＰＦＩ事業の実施による中央合同庁舎第７号館等の整備
＊

◇
ＰＦＩ手法による官庁施設整備に着手：

（ ）、 （ ）中央合同庁舎第７号館 千代田区 九段第３合同庁舎 千代田区

○ 土地の流動化・有効利用の推進
国費２１１億円（１．０７倍）
地籍調査(144 )､土地情報の整備･提供､不動産鑑定評価の充実億円
低･未利用地の有効活用等

平成 年度 千 ㎡ 平成 年度 千 ㎡整備目標：地籍が明確化された土地の面積 13 127 k → 16 141 k



○ 住宅金融公庫の証券化支援事業の創設など新たな住宅資金供給
システムの構築

新証券化支援事業の創設による長期・固定の民間住宅ローンの供給支援
＊

◇

戸数 10,000戸 買取金額 2,000億円

(６) 災害・犯罪等に強い安全で安心な都市・地域づくり

○ 不審船・工作船・テロ事案等対策の推進
国費１３８億円（２．１１倍）

新高速高機能巡視船の整備及び巡視船の装備強化等
＊

◇
新国際民間航空機関（ＩＣＡＯ 「航空保安行動計画」への拠出金） ◇

整備目標：巡視船艇の高速化率 平成13年度末 59％ → 平成18年度 70％
薬物・銃器密輸事犯の摘発件数 22.0件以上(平成14年度から平成18年度
までの移動平均）



○ 水害･土砂災害･高潮等に対して脆弱な都市･地域構造の打破
事業費７，６３５億円（０．９８倍 、国費４，６８０億円（０．９７倍））

新流域貯留浸透事業の拡充による市街地での雨水対策の推進
＊

◇
新緊急都市内浸水対策事業の拡充による被災市街地等での事業実施の促進

＊

◇
新消流雪用水導入事業の拡充

＊

◇

地下貯水池・放水路の整備：首都圏外郭放水路（埼玉県 、寝屋川南部地下河川）
し ゅ と け ん が い か く ほ う す い ろ ね や が わ

（大阪市等）等約10箇所

河川･下水道が連携した都市雨水対策：渋谷川･古川(渋谷区等 、天白川(名古屋市)等）
し ぶ や か わ ふ る か わ て ん ぱ く

砂防 急傾斜地崩壊対策等事業広島西部山系(広島県)､宗呂川(高知県)等約1,760箇所及び :
そうろがわ

下水道雨水対策整備事業：名古屋市公共下水道、新潟市公共下水道等約350箇所
都市･地域の海岸の防災対策：東京港海岸(江東区等)､富士海岸（静岡県）等

整備目標：当面目標の時間雨量50mm相当の降雨に対する氾濫防御率
14 58% → 19 62%平成 年度末 平成 年度末

都市雨水対策率 14 25% → 19 30%平成 年度末 約 平成 年度末 約
平成 年度末 約 万戸 平成 年度末 約 万戸床上浸水未解消戸数 14 10 → 19 6

土砂災害防止施設により保全される人口の割合
12 35% → 18 40%平成 年度末 約 平成 年度末 約

平成19年度 53%下水道雨水対策整備率 平成14年度 46% →
津波・高潮等の災害から防護されていない人口や土地面積
平成12年度 320万人、12万ha→平成18年度 230万人、10万ha

○ アウトカム目標の提示と事業の重点化による密集市街地の解消
事業費７８０億円（１．０７倍 、国費３８５億円（１．０９倍））

新密集市街地の緊急整備のための新制度の創設等
＊

◇



都市防災総合推進事業：環状８号線杉並地区（杉並区）等約50地区

密集住宅市街地整備促進事業:萱島東地区(大阪府)､江古田北部地区(練馬区) 160地区等約
かやしまひがし

住宅地区改良事業：大谷口上町地区（板橋区 、生野東地区（大阪市）等約80地区）
お お や ぐ ち か み ま ち

市街地再開発事業：東池袋四丁目地区（豊島区）等約15地区

特に大火の可能性の高い危険な密集市街地の面積整備目標：
平成 年度：約8,000ha → 平成 年度：最低限の安全性を確保１３ ２３

○ 犯罪に対して抵抗力のあるまちづくり
事業費３８億円（１．１７倍 、国費１３億円（１．１１倍））

新住宅市街地整備総合支援事業等による防犯施設の整備
＊

◇
住宅市街地整備総合支援事業：南千住地区（荒川区 、八幡高見地区（北九州市）等）

約４地区

○ 東南海地震等大規模地震防災対策の推進
事業費１，３７５億円（１．００倍 、国費５５４億円（１．０２倍））

新東南海・南海地震観測体制の強化◇
新総合的な津波・高潮災害対策の強化事業の創設による総合的な海岸防災対策

＊

◇
避難地・防災拠点等となる都市公園等の整備：戸田川緑地（名古屋市 、）

三木総合防災公園（兵庫県）等
堤防等の耐震対策等：庄内川（名古屋市 、安治川（大阪市）等約10箇所）

しょうないがわ あ じ

ﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄが一体となった海岸の地震･津波対策事業：相良海岸（静岡県 、）
さ が ら

衣浦港海岸（愛知県）等
きぬ う ら

整備目標：堤防耐震化率 平成14年度末 50% → 平成19年度末 59%
耐震化が不十分な施設に防護されている面積
現状 約9,100ha → 平成19年度末 約7,200ha


